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この40年の日本経済と
今後10年に残されたマクロ経済政策の課題
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・第二次石油危機 （OPEC 石油大幅値上げ）（79.6 ）
・GNPl 兆ドル超える（79）
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を国際的に調和のとれたものに変革する必要性が次第に強く主張されるようになった。85
























































































・消費税を3 ％からcO/ に引き上げ（97.4 ）
・北海道拓殖銀行、経営破綻（97.11 ）
・山一証券、自主廃業（97.11 ）





























同 左 年 平 均 就 業 者 数
増 加 率 ％ 万 人62801.66455O.I6453
15
4 。390 年代経済と経済政策の特徴
バブル経済は株価が1989 年に、 また地価が90 年に、それぞれ最高値を付けて以来、綻びが目立つ
ようになった。「バプル景気」は、戦後最長の「いざなぎ景気」（1965.10 ～1970.7 、57 か月）を越
えるものと期待されていたが、91 年2 月、51 ヶ月で終了した。
資産価格の低下は消費、住宅投資、設備投資をそれぞれ抑制する影響があ り、91 年から93 年の平均
で、GDP をI ％程度引き下げたとみられる。また、バブル増殖の過程で家計 も企業 も資産 と負債を
増加させていったが、資産価格が下落 に転じたため、「バランスシートの悪化」が一挙に顕在化した。1990
年代の日本経済は「失われた十年」 といわれ、長期にわたる景気低迷を続けた。93 年10 月か
ら97 年3 月 までは戦後3 番目に長い景気拡大期であったが、好況 の実感 は乏しかった。これは、バ
ブル崩壊の影響、いわゆる「バブル後遺症」が90 年代を通じて持続したためである。
金融機関をはじめとする企業の不良債権問題は、根強い地価再上昇期待の もとに後送りされ、情
報開示 も十分でなかった。こうした中で地価は下落を続けたため、不良 債権問題は時 とともに深刻
化した。多額の不良債権を抱 えた金融機関 は貸出を厳し く制限するようになり、中小企業 はもちろ
ん大企業 に対して も「貸し渋り」とい われるような貸し出し態度の慎重化が顕著に見られた。
他方、95 年から96 年にかけて移動体通信市場が急速に拡大し、景気 は一時的な盛り上がりをみせ
た。景気回復が基調的となったと判断した政府は、財政再建 を掲げ、社会保険料の引 き上げや医療
費負担増などを行った。消費税率引 き上げを含めた国民負担は9 兆円 と試算されてお り、また財政
収支 の悪化 と将来の負担増への懸念などから、人々 は生活防衛態度を強めた。 また、97 年7 月にタ
イ・パーツの暴落によりアジア通貨・金融危機が発生し、秋頃には輸出企業 を中心に日本経済に影
響し ていった。さらに、不良債権の処理の遅 れなどを背景に、いくつかの大型金融機関が破綻して
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お わ り に
「はじめに」で触れたように、企業の新しい経済状況への不適応が長期停滞の要因であるとすれ
ば、日本のような先進国はこれを経済政策によって改善させることができない。不適応企業の経営
悪化や危機、破綻を通じて自立的に適応させるのが市場経済の国際ルールである。経済政策の対象
として可能なものは、他への悪影響を遮断するための周辺的または事後的処理に限られる。
しかし、後進地域の企業の場合には、先進国でも例外的に保護育成することが許されている。こ
うした国際ルールは不適応企業の改善策にも適用することができると考えられる。その場合、中央
政府だけが産業政策を行ってきた第2 次大戦後の行政を一変させて、地方政府とくに市町村が自地
域内の産業のあり方に重い行政責任を持つようにすべきである。
かつて日本の産業政策は中央政府と大企業が一心同体となって行われたため、米国の政府や経済
学者から「日本株式会社」的であると邦楡された。今後の10年は、「～（市町村名）株式会社」と言わ
れるほど各市町村が域内産業の育成と特化に関わり、地域経済の競争力強化に責任を持つべきであ
ろう。そうした背景の下では市町村または都道府県が不適応企業の改善策を講じることが出来よう。
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